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中 間 財 務 諸 表 等 
(1) 中間財務諸表 
① 中間貸借対照表                                （単位：百万円） 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 
前 事 業 年 度 
要 約 貸 借 対 照 表 

(平成13年３月31日現在) (平成12年３月31日現在) (平成12年9月30日現在) 

期  別   
 
 科  目 

金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 構成比 

   ％   ％   ％ 

（資 産 の 部          ）          

Ⅰ 流 動 資 産           

1.現 金 及 び 預 金   5,666   12,271    11,779  

2.売 掛 金   11   3,139   13  

3.有 価 証 券   13,000   30   －  

4.営業投資有価証券 ※1  5,365   33,517   3,957  

5.営 業 出 資 金   9,984   3,184   10,509  

6.短 期 貸 付 金   1,250   450   1,250  

7.繰 延 税 金 資 産   74   1,976   123  

8.そ の 他   1,556   89   97  

流 動 資 産 合 計   36,909 87.5  54,659 92.0  27,729 84.6 

Ⅱ 固 定 資 産           

1.有 形 固 定 資 産           

(1)建 物  21   3   18   

減 価 償却累計額  2 18  0 3  1 17  

(2)器 具 備 品  53   10   44   

減 価 償却累計額  13 40  0 9  5 38  

有形固定資産合計   59 0.1  12 0.0  56 0.2 

2.無 形 固 定 資 産           

(1)ソ フ ト ウ ェ ア   46   1   25  

(2)そ の 他   1   0   0  

無形固定資産合計   47 0.1  1 0.0  25 0.1 

3.投資その他の資産           

(1)関 係 会 社 株 式 ※1  4,789   4,711   4,819  

(2)繰 延 税 金 資 産   19   2   14  

(3)そ の 他   190   12   86  

 投資その他の資産合計   4,998 11.9  4,726 8.0  4,920 15.0 

 固 定 資 産 合 計   5,104 12.1  4,741 8.0  5,002 15.3 

Ⅲ 繰 延 資 産           

1. 新 株 発 行 費   153   13   14  

2. 社 債 発 行 費   3   0   4  

 繰 延 資 産 合 計   157 0.4  14 0.0  19 0.1 

 資 産 合 計   42,171 100.0  59,415 100.0  32,751 100.0 
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（単位：百万円） 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 
前 事 業 年 度 
要 約 貸 借 対 照 表 

(平成13年３月31日現在) (平成12年３月31日現在) (平成12年9月30日現在) 

期  別   
 
 科  目 

金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 構成比 

   ％   ％   ％ 

（負 債 の 部          ）          

Ⅰ 流 動 負 債           

1.短 期 借 入 金   5,000   55,160   12,500  

2.未 払 法 人 税 等   169   315   1,168  

3.前 受 金   1,424   519   4,124  

4.賞 与 引 当 金   10   2   5  

5.そ の 他 ※2  160   606   396  

流 動 負 債 合 計   6,765 16.0  56,603 95.3  18,194 55.6 

Ⅱ 固 定 負 債           

1.社 債   620   －   620  

2.長 期 借 入 金   6,000   －   6,000  

3.退 職 給与引当金   －   0   0  

4.役員退職慰労引当金   43   4   28  

固 定 負 債 合 計   6,663 15.8  4 0.0  6,648 20.3 

 負 債 合 計   13,428 31.8  56,607 95.3  24,843 75.9 

（資 本 の 部          ）          

Ⅰ 資 本 金   7,706 18.3  2,400 4.0  3,004 9.1 

Ⅱ 資 本 準 備 金   9,240 21.9  2,217 3.7  2,821 8.6 

Ⅲ その他の剰余金             

1. 中間(当期)未処分利益 
（ △ 未処理損失） 

  11,796   △1,808   2,081   

 その他の剰余金合計    11,796  28.0  △1,808 △3.0  2,081 6.4 

 資 本 合 計   28,743 68.2  2,808 4.7  7,908 24.1 

 負 債 資 本 合 計   42,171 100.0  59,415 100.0  32,751 100.0 

          

(注) 前中間期（平成12年３月中間期）における数値については、公認会計士又は監査法人の監査を受けておりません。
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② 中間損益計算書 
（単位：百万円） 

当中間会計期間 前中間会計期間 
前 事 業 年 度 
要 約 損 益 計 算 書 

（ 
自 平成12年10月１日 
至 平成13年３月31日 

) ( 
自 平成11年10月１日 
至 平成12年３月31日 

) ( 
自 平成11年10月１日 
至 平成12年９月30日 

) 

期  別   
 
 
 科  目 

金      額 百分比 金      額 百分比 金      額 百分比 

   ％   ％   ％ 

Ⅰ 売 上 高           

1. 投資事業組合等管理収入  2,277   2,237   6,755   

2. 営業投資有価証券売上高  7   －   25,038   

3. コンサルティング収入  506   217   782   

4. そ の 他 売 上 高  73 2,864 100.0 92 2,547 100.0 167 32,744 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価           

1. 営業投資有価証券売上原価 ※1 237   4,611   34,683   

2. その他売上原価 ※2,3 754 991 34.6 178 4,790 188.0 845 35,529 108.5 

 売上総利益又は売上総損失(△)   1,872 65.4  △2,242 △88.0  △2,784 △8.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3  504 17.6  1,414 55.5  3,255 9.9 

 営業利益又は営業損失（△）   1,368 47.8  △3,656 △143.5  △6,040 △18.4 

Ⅳ 営 業 外 収 益           

1. 受 取 利 息  31   7   23   

2. 受 取 配 当 金  9,000   －   9,220   

3. 為 替 差 益  3   2   54   

4. そ の 他  4 9,039 315.6 0 10 0.4 3 9,302 28.4 

Ⅴ 営 業 外 費 用           

1. 支 払 利 息  71   18   164   

2. 新株発行費償却  32   2   7   

3. 株式公開関係費用  18   －   －   

4. そ の 他  8 130 4.6 0 21 0.9 7 179 0.6 

 経常利益又は経常損失（△）   10,277 358.8  △3,668 △144.0  3,082 9.4 

Ⅵ 特 別 利 益           

1. 出 資 金 売 却 益  － － － 49 49 2.0 49 49 0.2 

Ⅶ 特 別 損 失           

1. 固定資産除却損  0   0   0   

2. 退職給付会計基準 
変更時差異処理額 

 8 8 0.3 － 0 0.0 － 0 0.0 

 
税引前中間(当期)純利益 
又は中間純損失（△） 

  10,268 358.5  △3,619 △142.0  3,131 9.6 

 法人税、住民税及び事業税  509   315   1,334   

 法人税等調整額  44 553 19.3 △1,831 △1,515 △59.5 10 1,344 4.1 

 
中間(当期)純利益 
又は中間純損失（△） 

  9,715 339.2  △2,103 △82.5  1,786 5.5 

 前 期 繰 越 利 益   2,081   1   1  

 合併による未処分利益受入額   －   3,789   3,789  

 合併による子会社株式消却額   －   △3,496   △3,496  

 
中間(当期)未処分利益 
又は中間未処理損失（△） 

  11,796   △1,808   2,081  

          

(注) 前中間期（平成12年３月中間期）における数値については、公認会計士又は監査法人の監査を受けておりません。
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(2) 中間財務諸表等作成の基本となる事項 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１．資産の評価基準及び評価方法 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 

 時価のあるもの 

  移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

（追加情報） 

 当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成11

年１月22日））を適用しております。ただし、当中間会計期間に

おいては、中間財務諸表規則附則（平成12年大蔵省令第10号）

第３項により、その他有価証券のうち時価のあるものについて時

価評価を行っておりません。この結果、従来の方法によった場合

と比較して、経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ397百万

円増加しております。 

 なお、当中間会計期間末日におけるその他有価証券に係る中間

貸借対照表計上額は1,463百万円、時価は2,183百万円、評価差

額金相当額は417百万円及び繰延税金負債相当額は302百万円で

あります。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 有形固定資産 

 定率法によっております。 

無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能

見込期間(5年)に基づく定額法によっております。 
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３．引当金の計上基準 

 

貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金 

  従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当中間会計期

間負担額を計上しております。 

退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異（８百万円）については、当中間会

計期間において一括費用処理しております。 

(追加情報) 

 当中間会計期間から退職給付に係る会計基準(｢退職給付に係

る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計審議会平成10年６

月16日）)を適用しております。この結果、従来の方法によった

場合と比較して、退職給付費用が12百万円増加し、経常利益は４

百万円、税引前中間純利益は12百万円減少しております。 

 また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係

る未払金は、前払年金費用（投資その他の資産の「その他」）に

含めて表示しております。 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づ

く中間期末要支給額を計上しております。 
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４. 収益及び費用の計上基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営業投資有価証券売上高及び売上原価 

 営業投資有価証券売上高には、投資育成目的の営業投資有価証

券の売上高、受取配当金及び受取利息を計上し、同売上原価には、

売却有価証券帳簿価額、支払手数料、評価損等を計上しておりま

す。 

投資事業組合等管理収入 

 投資事業組合等管理収入には、投資事業組合等設立報酬及び同

管理報酬、同成功報酬が含まれており、投資事業組合等管理報酬

については、契約期間の経過に伴い契約上収受すべき金額を収益

として計上し、同設立報酬及び同成功報酬については、収入金額

確定時にその収入金額を収益として計上しております。 

コンサルティング収入 

 コンサルティング収入については契約期間の経過に伴い契約

上収受すべき金額を収益として計上しております。 

資金原価 

 支払利息を資産の平均残高に基づいて、営業資産に係るものと

非営業資産に係るものとにそれぞれ分割し、営業資産に係る資金

原価は売上原価に計上しております。非営業資産に係る支払利息

については、営業外費用として計上しております。 

 

５．外貨建の資産又は負債の本邦通過への換

算基準 

 

 

 

 

 

 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処理しております。 

（追加情報） 

 当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外

貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議

会 平成11年10月22日））を適用しております。この変更によ

る損益への影響はありません。 

６．リース取引の処理方法 

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 



 

 ‐7‐ 

７．ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

 為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合は

振当処理を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約 

ヘッジ対象：外貨建金銭債権 

なお、当中間会計期間末においては、為替予約の残高はあり

ません。 

ヘッジ方針 

外貨建取引につき、為替相場の変動によるリスクを回避する

ため為替予約を行っております。 

８．その他中間財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項 

投資事業組合等への出資に関わる会計処理 

 投資事業組合等への出資に関わる会計処理は、組合の事業年度

の財務諸表に基づいて、組合の収益･費用を当社の出資持分割合

に応じて計上しております。 

繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

  商法の規定に基づき、３年間で毎期均等額を償却しておりま

す。 

 社債発行費 

  商法の規定に基づき、３年間で毎期均等額を償却しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっており

ます。 

 控除対象外の消費税等については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 
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 注  記  事  項 
 
（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 
（平成13年３月31日現在） 

前事業年度末 
（平成12年９月30日現在） 

※1. 主な外貨建の資産・負債 

科        目 外 貨 額 円貨換算額 
営業投資有価証券  IR£   7,648千 1,054百万円 

 US＄  32,851千 3,542百万円 

※1.                     

関係会社株式 
 HK＄   3,875千 51百万円 

※2. 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、

流動負債の｢その他｣に含めて表示しております。 

※2．                    

 
 
（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 前事業年度 

(
自 平成12年10月１日 
至 平成13年３月31日 

) (
自 平成11年10月１日 
至 平成12年９月30日 

) 

※1.  営業投資有価証券売上原価には、営業投資有価

証券の評価損、237百万円が含まれております。 

※1.  営業投資有価証券売上原価には、営業投資有価

証券の評価損、39百万円が含まれております。 

※2.  その他売上原価には、資金原価及び売上高に対

応した人件費等が含まれております。 

※2.           同左 

※3. 減価償却実施額 ※3. 減価償却実施額 

有 形 固 定 資 産 ９百万円 有 形 固 定 資 産 ６百万円 
無 形 固 定 資 産 ３百万円 無 形 固 定 資 産 １百万円 

 
 
（リース取引関係） 

当中間会計期間 前事業年度 

( 自 平成12年10月１日 至 平成13年３月31日 ) ( 自 平成11年10月１日 至 平成12年９月30日 ) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  事業内容に照らして重要性が乏しく、契約１件あた

りの金額が僅少なリース取引のため、財務諸表等規則

第８条の６第６項の規定により、記載を省略しており

ます。 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

同左 

 
 
（有価証券関係） 
 当中間連結会計期間に係る｢有価証券｣及び前連結会計年度に係る｢有価証券の時価等｣については、中間連結財務

諸表における注記事項として記載しております。 
 
 

（デリバティブ取引関係） 
 当中間連結会計期間及び前連結会計年度に係る｢デリバティブ取引｣については、中間連結財務諸表における注記

事項として記載しております。 
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（１株当たり情報）
当中間会計期間 前事業年度 

( 自 平成12年10月１日 至 平成13年３月31日 ) ( 自 平成11年10月１日 至 平成12年９月30日 ) 

１株当たり純資産額 265,840円36銭 １株当たり純資産額 160,891円04銭 

１株当たり中間純利益 93,807円21銭 １株当たり当期純利益 128,742円50銭 

潜在株式調整後1株当たり中間純利益 87,830円24銭 潜在株式調整後1株当たり当期純利益  

  

 

 

 新株引受権付社債を発行しておりますが、当社株式は

非上場かつ非登録のため、期中平均株価が把握できませ

んので記載しておりません。 

（注）平成12年11月13日付をもちまして、1株を2株にする株式分割をいたしました。当中間期の1株あたり中間純利益は、

株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 
 
（重要な後発事象） 

当中間会計期間 前事業年度 

( 自 平成12年10月１日 至 平成13年３月31日 ) ( 自 平成11年10月１日 至 平成12年９月30日 ) 

当社は平成13年４月２日に当社の100％子会社である

SOFTBANK INVESTMENT(INTERNATIONAL) HOLDINGS LIMITED

の株主割当増資を全額引き受けております。 
・引受総額 2,108百万円 
 
当社は、平成13年４月12日付けで、ソフトバンク・ア

セット・マネジメント株式会社の発行済株式の１００％
を取得しております。取得価額は３億円であります。 
会社の概要は、次のとおりであります。 
・社名   ソフトバンク・アセット・マネジメント

株式会社 
・設立   平成12年３月 
・本社住所 東京都千代田区神田錦町３丁目15番地 
・事業内容 有価証券等に関する投資顧問業務他 
・従業員数 ２名（平成12年12月31日現在） 
・売上高  41百万円（平成12年３月９日から平成12

年12月31日） 
・総資産  301百万円（平成12年12月31日現在） 
 
  

 平成12年10月23日開催の取締役会の決議に基づき、次

のように株式分割による新株式を発行しております。 

１. 平成12年11月13日付をもって無額面普通株式１株を

２株に分割する。 

 (1) 分割により増加する株式数 

   無額面普通株式          49,152株 

 (2) 分割方法 

平成12年11月8日現在の株主名簿に記載された株

主の所有株式数を１株につき２株の割合を持って

分割する。 

 ２．配当起算日 

  平成12年10月１日 
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発行済株式総数、資本金等の推移  

  

発 行 済 株 式 総数 資 本 金 資 本 準 備 金 
年 月 日 

増 減 数 残 高 増 減 額 残 高 増 減 額 残 高 
摘 要 

 株 株 百万円 百万円 百万円 百万円  

平成12年 
11月13日 49,152 98,304 － 3,004 － 2,821 １株を２株にする株式分割 

平成12年 
12月15日 7,800 106,104 4,641 7,645 6,357 9,178 

公募による増資（ブックビルディング方式） 
発行価格          1,500,000円 
引受価額            1,410,000円 
発行価額                1,190,000円 
１株当たり資本金組入額       595,000円 

平成12年 
12月15日 
～ 
平成13年 
３月31日 

2,017.86 108,121.86 60 7,706 61 9,240 新株引受権付社債の権利行使による増加 

 
 
その他 
 
 該当事項はありません。 
 


